
 

71 
 

【小規模多機能型居宅介護】 

 
○ サテライト事業所 

問 156 サテライト事業所の登録者に対して、本体事業所の従業者が訪問サ

ービスを提供した場合又は本体事業所において宿泊サービスを提供した場

合、当該サービスの提供回数はサービス提供が過少である場合の減算に係

る計算の際、本体事業所とサテライト事業所のどちらのサービスとして取

り扱うのか。 

（答） 
   サテライト事業所におけるサービス提供回数として計算する。 

 

問 157 本体事業所の従業者がサテライト事業所の登録者に対して訪問サー

ビスを行った場合、本体事業所の勤務時間として取り扱ってよいか。 

（答） 
   本体事業所における勤務時間として取り扱い、常勤換算方法の勤務延時

間数に含めることとする。 

 

問 158 本体事業所の看護職員が適切にサテライト型事業所の登録者に対す

る健康管理等を行うことができる場合、サテライト事業所には看護職員を

置かなくてもよいこととされているが、本体事業所において看護職員配置

加算を算定している場合、当該本体事業所の看護職員は看護職員配置加算

に係る常勤・専従の看護職員であってもよいのか。 

（答） 
   本体事業所とサテライト事業所については密接な連携の下に運営される

ものであり、当該常勤・専従の看護職員がサテライト事業所の登録者に対

する健康管理等を行うことも差し支えなく、この場合、当該常勤・専従の

看護職員の配置をもって、サテライト事業所の看護職員を置かないことが

できる。 
また、当該常勤・専従の看護職員はサテライト事業所の登録者に対する

訪問サービスや本体事業所において提供される宿泊サービスに従事するこ

とも可能である。 
なお、この場合、サテライト事業所で看護職員配置加算を算定すること

はできず、本体事業所及びサテライト事業所の双方で看護職員配置加算を

算定しようとする場合、それぞれの事業所に常勤・専従の看護職員を配置

することが必要となる。 
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問 159 サテライト事業所を本体事業所と同一の建物に又は同一敷地に別棟

で設置することはできるか。 

（答） 
   サテライト事業所は、地域の実情に応じて、利用者にとってより身近な

地域で小規模多機能型居宅介護のサービス提供が可能になるよう設置すべ

きものであり、同一の建物又は同一敷地に別棟で設置することは認められ

ない。 

 

○ 集合住宅と同一の建物に所在する事業所の地域への展開 

問 160 小規模多機能型居宅介護事業所と同一の建物に居住する登録者が登

録定員の８割以上となる場合、当該事業所は減算の対象となるが、市町村

が定める基準において、事業所と同一の建物に居住する登録者の割合の上

限を例えば登録定員の５割までとするなど、当該減算の水準を超える割合

で定めることは可能か。 

（答） 
可能である。 
なお、当該市町村が定める基準を満たさない事業所は、運営基準違反と

して指定取消等の対象となり得るが、同一の建物に対する減算の適用につ

いては、事業所と同一の建物に居住する登録者が登録定員の８割以上とな

る場合に限られる。 

 
○その他 

問 161 居宅サービス事業所(居宅介護支援事業所、通所介護事業所等）と併

設する場合、小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は、当該居宅サービ

ス事業所の管理者と兼務することは可能か。また、定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所の管理者についてはどうか。 

（答） 
   小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は､当該事業所の従業者のほか、

職員の行き来を認めている４施設等（地域密着型介護老人福祉施設、地域

密着型特定施設、認知症対応型共同生活介護事業所、介護療養型医療施設

（療養病床を有する診療所であるものに限る。））及び同一敷地内の定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所（夜間対応型訪問介護、訪問介護又は

訪問看護の事業を一体的に運営している場合は当該事業所）の従業者につ

いてのみ兼務可能である。 
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※ 介護老人福祉施設及び地域密着型サービスに関するＱ＆Ａ（平成 18 年 9

月 4 日）問 33 は削除する。 
 

問 162 事業開始時支援加算において事業開始年数の要件に該当しているが、

月途中に登録定員数に対する利用者数の割合が７割を超え、月末時点に７

割未満になった場合、当加算を算定できるのか。 

（答） 
月末時点において、登録定員数に対する利用者数の割合が７割未満であ

れば算定することができる。 

 
※ 平成 21 年 Q＆A(vol.1)（平成 21 年 3 月 23 日）問 125 は削除する。 
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【小規模多機能型居宅介護】 
○ 利用定員の考え方 

問 25 通いサービスの利用定員は、実利用者数の上限を指すものなのか。 

（答） 
  同時にサービスの提供を受ける者の上限を指すものであり、実利用者数

の上限を指すものではない。 

例えば午前中に 15 人が通いサービスを利用し、別の 10 人の利用者が午

後に通いサービスを利用することも差し支えない。 

 
○ サテライト事業所 

問 26 Ａ市指定の本体事業所とＢ市指定のサテライト事業所がある場合、Ｂ

市に居住するサテライト事業所の利用者がＡ市の本体事業所の宿泊サービ

スを利用する場合、Ｂ市のサテライト事業所はＡ市の指定を受ける必要が

あるか。 

（答） 
  必要ない。 

 
○ その他（※今回の報酬改定以外） 

問 27 居宅サービス計画と小規模多機能型居宅介護計画に記載する内容が重

複する場合の取扱い如何。 

（答） 
  居宅サービス計画と小規模多機能型居宅介護計画に記載すべき内容が重

複する場合にあっては、いずれかの計画に当該内容を記載することとなる。 
  なお、小規模多機能型居宅介護の居宅サービス計画等の様式については、

「小規模多機能型居宅介護のケアマネジメントについて（ライフポートワ

ーク）」として調査研究事業の成果が取りまとめられており（※）、こうし

た様式例等も参考とし、適宜活用されたい。 
※ 当該資料については、http://www.shoukibo.net/ において掲載。 

 

問 28 「サービス提供が過少である場合の減算」及び「事業開始時支援加算」

における登録者数に、障害者自立支援法に基づく基準該当生活介護等の利

用者を含めるのか。 

（答） 
基準該当生活介護の利用者については、通いサービスを利用するために

小規模多機能型居宅介護に登録を受けた者と定義されており、介護保険法

における指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所の登録者とはみ
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なされないことから、これら加算・減算の算定の基準となる登録者には含

まれない。 
なお、この取扱いについては、障害者自立支援法の基準該当障害福祉サ

ービスとして実施される又は構造改革特区の認定を受けて実施される自立

訓練、児童発達支援、放課後等デイサービス又は短期入所の受け入れにつ

いても同様である。 

 

※ 指定小規模多機能型居宅介護事業所における障害者自立支援法に基づ

く基準該当生活介護利用者等の受け入れに関する Q&A（平成 22 年 6 月 1

日）問１は削除する。 

 

（削除） 

 次のＱ＆Ａを削除する。 

１ 指定小規模多機能型居宅介護事業所における障害者自立支援法に基づ

く基準該当生活介護利用者等の受け入れに関する Q&A（平成 22 年 6 月 1

日）問２ 

２ 指定小規模多機能型居宅介護の基準に関するQ&A（平成22年9月29日）

問１ 

 
 
  


